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 静岡市認知症ケア推進センター相談業務 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨  

認知症の本人やその家族等に認知症に関する相談支援を行うとともに、全世代を対

象として広く認知症予防や認知症の理解促進に係る事業を展開するため、静岡市認知

症ケア推進センター「かけこまち七間町」に常駐する相談員２名及び、認知症介護の

訪問支援事業や地域への出張講座等運営事業として派遣する職員を配置する。 

 

２ 業務の概要  

（１）業務名  

令和７年度保地委第１号静岡市認知症ケア推進センター相談業務 

（２）業務内容  

   別紙「静岡市認知症ケア推進センター相談業務委託業務仕様書」のとおり  

（３）委託期間  

令和７年４月１日から令和10年３月31日まで  

（４）契約上限金額  

年額 12,970,000円（非課税） 

（５）支払方法  

   指定口座への振込（委託業務完了報告書及び請求書を受理後してから30日以内） 

    

３ プロポーザルに参加する者に必要な資格に関する事項  

申請日から見積執行（徴収）日までの間、次に掲げる条件を満たす者であること。 

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者である

こと。 

（２）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている

者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225

号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けてい

る者を除く。）でないこと。 

（３）暴力団員等（静岡市暴力団排除条例（平成25年静岡市条例第11号）第２条第３号に規

定する暴力団員等をいう。以下同じ。）、暴力団員（同条第２号に規定する暴力団員をい

う。以下同じ。）の配偶者（暴力団員と生計を一にする配偶者で、婚姻の届出をしてい

ないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）及び暴力団員等と密

接な関係を有するものでないこと。 

（４）静岡市入札参加停止等措置要綱（平成24年４月１日施行）による入札参加停止措置の

期間中でないこと。 
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（５）認知症の相談業務や認知症の理解促進に係る事業を適切かつ効率的に実施すること

ができる法人であること。 

（６）認知症ケア推進センターに常駐する相談員２名及び認知症介護の訪問支援事業や地

域への出張講座等運営事業として派遣する職員をそれぞれ配置できること。ただし、配

置する職員に求める資格は、医療や介護、福祉に関する資格（例えば看護師、社会福祉

士、介護福祉士、理学療法士、精神保健福祉士等）とする。  

 

４ 選定スケジュール 

内容 期間 注意事項 

質問受付 

（別紙「仕様書」等の
内容についての質問） 

令和７年１月 30 日（木） 
午後５時まで 

質問票【様式５】に記載の上、電子メ
ールで提出してください。なお、電子
メールを送付したときは、その旨を
電話で連絡ください。電話・FAX 等で
の質疑応答は行いません。 

質問に対する回答 令和７年２月６日（木） 

午後５時まで 

質問者に対し、電子メールで回答す
るとともに、随時ホームページで公
開します。 

企画提案書提出（プロ
ポーザル参加申請書
等提出書類一式を含
む） 

令和７年２月 21 日（金） 
午後５時まで（必着） 

事前連絡のうえ、持参してください。 
提出場所：静岡市保健福祉長寿局 
地域包括ケア・誰もが活躍推進本部 
認知症施策推進係（静岡市役所 静
岡庁舎 新館 14 階） 

プレゼンテーション
（選考） 

令和７年２月 28 日（金） 
 

提出した企画提案書に基づき、プレ
ゼンテーションを実施します。 

※日程は変更する場合がある。 

※実施の有無、日時及び開催場所に
ついては、別途通知する。 

審査結果の通知 令和７年３月７日（金） プレゼンテーション（選考）の参加者
全てに通知するとともに、受託予定
事業者の名称をホームページで公表
します。 

契約候補者とならな
い者が説明を求めた
ときの説明要求期限 

令和７年３月 14 日（金）
午後５時まで 

 

説明要求対する回答 令和７年３月 19 日（水）
午後５時まで 
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５ 提出書類等 

（１） プロポーザル参加申請書【様式１】（１部） 

（２） 会社概要書【様式２】及び添付資料アからウ（１部ずつ） 

ア 団体等の活動内容がわかるもの 

イ 直近の事業計画書、直近３年間の事業報告書及び直近の決算時の財務諸表        

ウ 定款又は寄附行為の写し 

   ※ア、イ及びウは任意の様式とする。 

（３） 医療や介護に関する業務実績報告書【様式３】（１部） 

（４） 暴力団排除に関する誓約書兼同意書【様式４】（１部） 

（５） 商業登記簿謄本（１部）※コピー可 

（６） 納税証明書（申請日前３ヶ月以内に証明されたもの）（１部ずつ）※コピー可 

ア 国税：「法人税」及び「消費税及び地方消費税」について未納税額のない証明書 

イ 市税：静岡市に納税義務がある場合は、法人市民税納税証明書と固定資産税納税 

証明書（納税義務のない場合は、その旨を記載した申立書を提出すること。） 

（７） 企画提案に関するもの 

   ア 企画提案書（書式等は以下６を参照） 

   イ 見積書（任意様式）（１部） 

・見積書に記入する数字は、アラビア数字を用いてください。 

 【例】￥１２３，０００ 

・対象経費（人件費、交通費、備品費等）を盛り込み、内訳を記載してください。 

（非課税） 

・代表者印を押印してください。 

・見積上限額を超えないようにしてください。 

・記載事項を訂正するときは、誤字に２線を引き、上部に正書し、欄外にその旨 

明記し、押印してください。ただし、金額の訂正は認めません。 

      

６ 企画提案書について 

  企画提案書を作成するにあたり、次の事項に留意して作成してください。 

（１）書式等 

 ア 用紙サイズはＡ４版を基本とし、様式は自由で縦横どちらでも構いません。 

  イ 企画提案書等は紙媒体８部（正本１部、副本７部）及び電子媒体（ＣＤ－Ｒ）１部

を提出してください。 

ウ 電子媒体に納めるファイル形式は、MicrosoftWord、MicrosoftPowerPoint、

MicrosoftExcel、PDF 形式としてください。 

  エ 企画提案書のページ数制限はありませんが、（２）の記載項目の順に、可能な限り

簡潔にまとめ、15分で説明できる内容としてください。 
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  オ 文字サイズは10.5ポイント以上としてください。 

      カ 散逸しないような形で綴ってください。 

（２）記載項目 

 ア 別紙「認知症ケア推進センター相談業務委託事業者審査表」（以下、「審査表」と

いう）の審査項目に沿って企画提案書に具体的に記載してください。 

  イ 自由提案 

    本業務を受託する際に､より効果的に事業を遂行するために仕様書に記載の内容

以外に追加したい事項又は内容を変更したいこと等があれば、その提案内容を導入

することに伴う効果と併せて自由に記載してください。 

    なお、静岡市が必要と認めた提案内容については、契約時に仕様書を見直すことと

します。 

 

７ プレゼンテーションについて 

（１）実施方法等 

  ア 企画提案書の内容について、必ず「審査表」の評価項目の上から順番どおりにプレ

ゼンテーションを行い、質疑応答を行います。 

  イ プレゼンテーションにおける時間配分の目安は、次のとおりとします。 

   ・準備及び説明：15分 ・質疑応答：15分  

  ウ プレゼンテーションの出席者は、３人以内とし、貴社の職員でない者の参加は認め

ません。 

 エ プレゼンテーションにパソコンを使用する場合は持参してください。 

 オ プロジェクター、スクリーンは事務局が用意します。 

  カ プレゼンテーションの順番は事務局の責任抽選とします。 

キ 詳細については別途通知します。 

（２）評価者 

   静岡市が設置する選定委員会における委員が評価者となります。 

（３）企画提案の評価 

   企画提案の評価は、企画提案書及びプレゼンテーションの内容について、審査基準

（別紙）に基づき、項目ごとに数値化して採点し、合計点数が満点の５割以上かつ最高

得点を得たものを本業務の選定業者とし、契約に向けた協議を行います。 

   なお、最高得点を得たものとの協議が整わない場合等契約に至らない場合は、次点者

と協議を行うものとします。 

 

８ 失格条件 

 次の事項に該当する場合は失格とします。 

（１）提出すべき書類に不足や虚偽の記載があった場合。 
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（２）プレゼンテーションの集合時刻に集合しなかった場合。 

（３）審査の透明性・公平性を害する行為があった場合。 

（４）その他この書面に示した条件に適合しない場合。 

 

９ その他 

（１）専門用語には注釈を付けるなど、分かりやすい表現で記載してください。 

（２）提出していただいた書類等は、返却しません。 

（３）提出された企画提案書等の書類及びプレゼンテーションの内容については非公開と

します。 

（４）提出書類作成、プレゼンテーションに係る費用は、貴社の負担とします。 

（５）提出期限以降に関係書類の差し替えや再提出は認めません。  

（６）提出書類作成等のため本市から入手した資料等がある場合は、本市の了解なく使用

及び公表することはできません。 

（７）提出書類について、本市は選定手続きに必要な範囲において複製することがありま

す。  

（８）企画提案書等を提出した後に辞退する際には、辞退届【様式６】を提出してください。 

（９）当該委託にかかる令和７年度予算の議案議決が得られない場合は、契約手続きは中止

します。  

 

10 事務局（問合せ先） 

静岡市保健福祉長寿局地域包括ケア・誰もが活躍推進本部 認知症施策推進係 

〒420-8602 静岡市葵区追手町５番１号 静岡市役所静岡庁舎新館 14 階 

電話 054-221-1623  FAX 054-221-1577 

E-mail chiikikea@city.shizuoka.lg.jp 

※電話連絡及び提出書類の受付時間は、祝日を除く月から金曜の午前９時から午後５

時までとします。 

mailto:chiikikea@city.shizuoka.lg.jp


別紙１ 

 

 

 

令和７年度 保地委第１号 

静岡市認知症ケア推進センター相談業務仕様書 
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１ 目的及び趣旨 

  認知症ケア推進センター（以下、「センター」という。）は、認知症の発症を遅らせ、認知

症になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる社会を構築するための活

動拠点として、認知症の本人やその家族の支援を行うとともに、全世代を対象とした認知症予

防や認知症の理解促進に係る事業を広く展開する。 

令和７年度 保地委第１号 静岡市認知症ケア推進センター相談業務（以下、「本業務」とい

う。）は、この拠点となるセンターで、本人や家族等市民からの認知症に関する相談への対応

や、地域の医療・介護・福祉等の関係機関との連絡調整とともに、市民に認知症についての普

及啓発を行う、相談員等を配置するものである。 

 

２ 業務内容 

  受託者は、以下の業務を実施する。 

（１）体制管理に関すること 

① 相談員の配置及び管理 

看護師、介護福祉士、または社会福祉士等、医療や介護、福祉に関する資格を有する

相談員を配置し、業務に当たらせること。ただし、要件を満たす相談員の配置が困難な

場合は、これと同等の知識を有すると認められる者を配置することとし、事前に委託者

の了承を得ること。なお、業務の特性上、一定期間継続して従事出来る者を配置するよ

う努めること。配置人数は、センターに常駐する相談員２名及び、認知症介護の訪問支

援事業として派遣する相談員を配置すること。また職員は、複数人によるローテーショ

ンも可能とするが、事前に委託者の了承を得ること。 

② 施設管理及び経理に関すること 

センターの施設運営および認知症介護の訪問支援事業や地域への出張講座等運営事

業に係る消耗品等（紙、インク、訪問かばん等の事務用品、トイレットペーパーや洗剤

等の衛生用品）や講座等の開催に必要な物品（マジック、折り紙等）の購入や在庫管理

を行うこと。また、経理の取り扱いについては、自ら経理規定等を定め適正に行うこと。 

（２）センター業務に関すること 

① 認知症に関する相談業務 

認知症の早期発見や予防、介護、医療、生活支援等に関して、認知症本人や家族、支

援者等からの相談に対面・電話により対応すること。なお、対応する際には認知症によ

る問題の複雑困難化を防ぐために、明確な見通しや可能性を示しながら、総合的に対応

すること。また、継続フォローを提案することを基本とし、相談者が拒否する場合を除

き、継続フォローや適切な支援機関につなげる支援を行うこと。（見込み件数50件/月） 

② センター常設機器を利用する来場者の対応 

センターが所有する脳の健康度測定機器・認知症ＶＲ体験機器・身体機能測定機器 

を扱う技術を習得し、利用する来場者の対応をすること。（見込み件数60件/月） 

③ 認知症介護の訪問支援事業の対応業務 

認知症介護の訪問支援事業の電話等による受付と、インストラクターとして訪問する

相談員の調整、並びに家庭訪問により認知症の対応や介護に関する相談に応じ、助言や

指導を行うこと。また概ね１か月後を目途に、訪問した認知症家族介護者に対して電話

によるフォローアップを行うこと。（見込み件数20件/月） 

本業務の実施については、認知症介護の訪問支援事業実施要領（別紙１－１）に定める。 
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④ 地域への出張講座等運営事業の対応業務 

地域への出張講座等運営事業（団体対象の認知症予防や認知症の正しい知識の普及啓発に

関する講座や支援者向けの研修、イベントブース出展等）の電話等による受付と、派遣する

専門職の調整、並びに依頼内容に応じた打合せや当日の運営を行うこと。 

ア 出張講座（見込み件数２回/月） 

イ 出張相談会（見込み件数２単位/月） 

本業務の実施については、地域への出張講座等運営事業実施要領（別紙１－２）に定める。 

⑤ 認知症予防や認知症の正しい知識の普及に関する講座やイベントの企画・運営 

認知症予防や認知症の正しい知識の普及啓発に関する講座や支援者向け研修等を毎月３

回企画し、周知、予約対応及び、当日の会場設営・準備、受付、来場者の誘導、司会進

行、片付け、アンケート集計等を行うこと。なお、世界アルツハイマー月間に毎月開催

する講座等と異なるテーマの講座等を５回開催し、センター以外の市内会場でも各区で

年２回ずつ講座やイベントを開催すること。 

⑥ 委託者が企画するイベント等の運営・補助 

七間町名店街連携事業や委託者が企画しセンターを会場とするイベントに係る、当日

の会場設営・準備、受付、来場者の誘導、司会進行、片付け等について、委託者の指示

のもと運営及び補助すること。 

⑦ ＳＮＳを利用した認知症に関する情報及びセンターの周知 

認知症の正しい理解についての普及啓発や認知症予防や早期発見のための取組の促

進、センターの認知度向上を図るため、委託者が開設したセンター公式アカウントに、

センターで開催されるイベントの告知・実施報告、市内で開催される認知症予防のため

の取組や講座の紹介、センター相談員による認知症介護の豆知識等の投稿を行う。投稿

の際には、イベント実施風景やイベントちらし等の関連性の高い写真を掲載する。投稿

にあたっては、静岡市ソーシャルメディアの利活用に係るガイドブックに準拠し、投稿

は委託者と受託者が共同で行うこととする。（投稿の目安：20回以上/月） 

⑧ 情報収集、情報提供、指導助言業務 

医療及び介護サービスに係る資源マップや地域の支え合いサービスマップ、関係機関 

連携シート等を活用するとともに、必要な情報を収集し、市民や関係機関等を対象に医 

療・介護連携やインフォーマルサービスに係る情報提供、指導助言、啓発を行うこと。 

⑨ 認知症及びセンターについての市民への普及啓発業務 

施設内掲示物の企画や作成による認知症の理解促進に係る普及啓発、及びセンターで 

開催する認知症の理解促進や認知症予防に関する講座・イベント等の周知を積極的に行

うこと。 

また、センターの認知度向上のため、受託者が有する媒体や委託者が作成するチラシ

等を活用して周知に努めること。 

⑩ 関係機関との連絡調整業務 

必要に応じて、以下の関係機関との連絡調整を行うこと。 

ア 地域包括支援センター 

  介護保険認定申請や認知症初期集中支援チーム活動等、地域包括支援センターの 

支援を必要とする市民に関する情報提供 

イ 認知症疾患医療センター 

認知症に関する専門的な助言の求め、鑑別診断を要する市民に関する情報提供等

ウ かかりつけ医、ケアマネジャー 
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本人または家族の生活を支えるための医療・介護提供体制の見直し等に関する情 

報提供（ケアマネジャーが主催するサービス担当者会議への出席を含む） 

エ その他必要と考えられる機関  

⑪ 相談員に対する研修等の実施 

相談業務に従事する相談員の資質向上のため、受託者において研修や防災関連の訓練、

勉強会等（個人情報保護及び情報セキュリティに関するものを含む）を行うこと。また、

相談員が円滑に相談業務に従事できるよう必要な情報提供、資料の作成等を行うこと。 

⑫ センターの環境整備 

開館時間の開始または終了時間帯等を目安に１日１回、センター内の清掃を行うこと。

また、来場者が利用しやすいよう、安全、衛生面等に配慮した環境整備に努めること。 

⑬ 上記①～⑫に係るその他の業務 

静岡市認知症対策推進協議会に関連する会議等における業務の報告等、必要に応じて 

①～⑫に係るその他の業務を行うこと。 

 

３ 従事日時 

（１）センターに常駐する相談員２名の従事日及び従事時間 

①従事日 

次に掲げる日以外の日を従事日とする。 

水曜日及び木曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年 7月 20日法律第178号）に規定 

する休日及び年末年始（12月 29日から１月３日まで） 

②従事時間 

午前９時から午後６時までの間 

※ただし２（２）①～④の受付時間は、午前９時30分から午後５時までとする。 

（２）認知症介護の訪問支援事業、地域への出張講座等運営事業に従事する専門職の従事日  

及び従事時間 

①従事日 

  原則、申込者が希望する日 

②従事時間 

午前９時から午後５時までの間で、申込者が希望する時間 

（３）やむを得ない事情による従事不能 

   やむを得ない事情により、従事日に従事できない場合には、速やかに委託者に報告し、必 

要な措置等の指示を受けること。 

   

４ 個人情報の取扱い 

 （１）静岡市個人情報保護条例（平成17年静岡市条例第９号）第56条第１項及び第３項を遵守する

こと。 

静岡市個人情報保護条例 

第56条 実施機関から個人情報の取扱いの委託を受けたもの又は地方自治法(昭和22年

法律第67号)第244条の２第３項の規定に基づき実施機関の所管に係る公の施設の管

理を行う指定管理者(次項においてこれらを「受託者等」という。)は、その受託した

業務又は公の施設の管理業務(以下「受託業務等」という。)を行うに当たって個人情

報を取り扱うときは、個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人情報の適

切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 
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（中略） 

３ 受託業務等に従事している者又は従事していた者は、その業務に関して知り得た個 

人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

（２）受託業務に従事している者又は従事していた者が静岡市個人情報保護条例第61条又は第62条 

に違反した場合は、刑事罰の対象となる。 

静岡市個人情報保護条例 

第61条 実施機関の職員若しくは職員であった者又は受託業務等に従事している者若 

しくは従事していた者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録さ 

れた第２条第４項第１号に係る個人情報ファイル(その全部又は一部を複製し、又は

加工したものを含む。)を提供したときは、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金に

処する。 

第62条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情報を自己若しくは 

第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は

50万円以下の罰金に処する。 

（３）詳細は、個人情報の保護に関する取扱仕様書（別紙２）に定める。 

 

５ 提出書類及び提出期限 

  次に掲げる書類を提出期限までに委託者に提出すること。 

 （１）委託業務実施計画書     （様式１）契約締結後、速やかに 

 （２）情報セキュリティ実施計画書 （様式２）契約締結後、速やかに 

（３）守秘義務及び情報セキュリティの遵守に関する誓約書（様式３）契約締結後、速やかに 

（４）月次報告書         （様式４）契約締結後、各月の翌月10日まで 

（令和10年３月分は同月末日） 

 （５）委託業務完了報告書     （様式５）委託業務完了日 

 （６）その他、委託者が指定する書類     別途指定する日まで 

 

６ 対象経費 

本業務の対象経費は、次のとおりとする。 

（１）人件費（担当職員の給料、手当、法定福利費） 

（２）交通費（家庭訪問や出張講座等に係る従事者の交通費） 

 （３）報償費（講座の講師への謝金） 

 （４）賃借料及び使用料（各区で開催する講座・イベントに係る会場使用料） 

 （５）印刷製本費（認知症介護の訪問支援事業の周知用チラシ等作成費用） 

 （６）消耗品費（施設運営に係る事務用品、衛生用品、事業実施に係る教材等） 

（７）諸経費等 

なお、契約締結後、施行日までに行う人的確保、従事者の研修、委託者への報告等にかかる

経費は、受託者が負担するものとする。 

 

７ その他特記事項 

（１）委託者と十分な連絡調整を行い、本業務の円滑な実施を図ること。 

（２）本業務の果たすべき役割の重要性を認識し、適切な運営を確保する上で必要な技術の習得

及び知識の研鑽に努めること。また、それに資する会議や研修については、積極的に受講及

び参加に努めること。 
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（３）月間の出勤予定表（認知症介護の訪問支援事業や地域への出張講座等運営事業を除く）及

びＳＮＳ投稿計画を前月の末日までに委託者に提出すること。 

（４）本業務で作成した書類及びデータの権利は、すべて静岡市に帰属するものとする。 

（５）企画提案書については、委託者と協議の上実施が決定したものを、認知症ケア推進セン

ター相談等業務企画書（別紙１－３）として本仕様に添付すること。 

（６）この仕様に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、委託者と受託者が協議の上

処理するものとする。 



別紙１－１ 

認知症介護の訪問支援事業実施要領 

 

１ 実施内容 

・在宅で認知症高齢者を介護する家族介護者の負担軽減のため、家庭訪問し、生活の場での具体的・

実践的な実技を交えた対応方法・介護技術のアドバイスや介護サービスについての情報提供を行

う。 

・相談対応時間は１時間程度とする。 

・１家族介護者に対する標準的な訪問回数は１～２回、上限は３回。必要に応じて、地域包括支援セ

ンター等の関係機関に繋ぐ。 

・周知用のチラシ 50,000 部を作成すること。ただし、作成したチラシは、介護認定を受けた方等を

対象に委託者が配布する。 

 

２ 実施手順 

（１）申込受付 

・認知症ケア推進センター（以下、「センター」という。）において、受付時間内に電話により申込受

付を行う。 

・氏名・住所等の基本情報と合わせて、訪問希望日時、相談内容、可能な交通手段等を聴取する。 

（２）派遣調整 

・訪問実施日にセンターに従事する相談員とは別に、インストラクターとして派遣する相談員を選

出する。 

（３）家庭訪問 

 ・相談対応時間は実質１時間程度とする。 

・具体的・実践的な実技を交えた対応方法・介護技術のアドバイスや介護サービスについての情報提

供を行う。 

・必要に応じて、地域包括支援センター等の関係機関に繋ぐ。 

（４）報告書作成 

・相談内容について記録を作成する。（当日でなくても可。） 

（５）事後フォロー 

・概ね１ヶ月後を目途に、相談者に対して電話でのフォローアップを行う。 

・相談者の状況により再度の訪問が可能だが、訪問回数は１～２回を標準、上限３回。必要に応じて、 

地域包括支援センター等の関係機関に繋ぐ。 

 

３ 留意事項 

（１）個人情報の取扱いについて 

 ・家庭訪問時は、センターで従事する以上に、個人情報の紛失、漏洩等がないよう取扱いに注意する 

こと。 

（２）家庭訪問に伴う事故対応について 

・家庭訪問に伴い、従事する相談員が遭遇する交通事故や介護指導により市民が傷害等を負った際

の対応は、受託者により行うこと。 
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別紙１－２ 

地域への出張講座等運営事業実施要領 

 

１ 実施内容 

 （１）出張講座 

・地域団体等からの依頼に応じ、認知症予防や正しい知識の普及啓発に関する講座、認知症の介護者

の負担軽減のための対応方法や介護サービスについての情報提供、支援者向けの研修等を行う。 

・出張講座の対応時間は 1 回（１単位）60～90 分程度とする。 

・原則１名の専門職で対応する。 

 （２）出張相談会（ＶＲ認知症や脳の健康度測定等のブース出展） 

  ・地域団体等からの依頼に応じ、地域や団体が開催するイベントに認知症に関する啓発のためのブー

ス出展を行い、ＶＲ認知症や脳の健康度測定、認知症に関する相談対応や情報提供を行う。 

・出張相談会の標準的対応時間２時間～６時間程度とする。なお、４時間未満を１単位とし、４時間

以上は２単位とする。 

・１単位あたり、原則２名の専門職で対応する。 

 

２ 実施手順 

（１）申込受付 

・認知症ケア推進センター（以下、「センター」という。）において、受付時間内に電話により申込受

付を行う。 

・団体名及び代表者氏名、住所、連絡先等の情報と合わせて、希望日時、実施内容、可能な交通手段

等を聴取する。 

（２）派遣調整 

・実施日にセンターに従事する相談員とは別に、派遣する専門職を選出する。 

 （３）事前打合せ及び準備 

  ・実施内容等やＰＣ等の必要物品等の詳細について、電話やメール等により事前打合せを行う。 

 ・実施内容に応じて、必要物品を確保する（センターでの使用と重ならないように調整する）。 

（４）出張講座等の実施 

・上記１（１）（２）に記載のとおり、依頼内容に応じて実施する。 

（５）報告書作成 

・実施報告書を作成する。（日時や実施内容、対応人数を明記した様式を受託者が作成する。） 

 

３ 留意事項 

（１）個人情報の取扱いについて 

 ・相談対応時は、個人情報の紛失、漏洩等がないよう取扱いに注意すること。 

（２）出張講座等の実施に伴う事故対応等について 

・従事職員が遭遇する交通事故や介護指導等により市民が傷害等を負った際の対応や使用機材（タ

ブレット、ＶＲ機器等）が破損した場合の対応は、受託者により行うこと。 

 （３）その他 

  ・会場の確保や周知については、主催者（地域団体等）が行う。 
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様式１（委託業務実施計画書） 

年 月 日 

 
（宛先）静岡市長 
 
                         受託者  法人名  
                              代表者名           
 

静岡市認知症ケア推進センター相談業務実施計画書 

 

令和７年度静岡市認知症ケア推進センター相談業務について、下記のとおり実施いたします。 

 

記 

 

１ 実施期間 

  令和   年   月   日 から 令和   年   月   日まで 

 

２ 配置する相談員 

  

氏名（ふりがな）  

年齢・性別  

資格  

職歴  

 

 

氏名（ふりがな）  

年齢・性別  

資格  

職歴  

 

 

氏名（ふりがな）  

年齢・性別  

資格  

職歴  

 

 

 



３ 業務の内容 

    区分 実施計画・実施方法等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業

務

内

容 

施設管理及び経理に

関すること 

 

 

 

 

 

認知症予防や認知症

の正しい知識の普及

に関する講座やイベ

ントの企画・運営 

 

 

 

 

 

情報収集・情報提供・

指導助言業務 

 

 

 

 

 

市民への普及啓発 

業務 

 

 

 

 

 

関係機関との連絡 

調整業務 

 

 

 

 

 

相談員に対する研修

等の実施 

 

 

 

 

 

 

その他 

 

 

 

事業内容については、詳細に記載してください。 

   資料等があれば添付してください。 



様式２（情報セキュリティ実施計画書） 

 

年   月   日 

 

（宛先）静岡市長 

 

受託者  法人名 

                                  代表者名    

 

静岡市認知症ケア推進センター相談業務情報セキュリティ実施計画書 

 

令和７年度静岡市認知症ケア推進センター相談業務の情報セキュリティ管理について、下記のとおり

取組みます。 

 

記 

 

１ 情報セキュリティ実施責任者   

所属・職名 氏名 

  

 

２ 情報セキュリティに関する具体的計画 

１ 鍵の管理 

 

 

 

２ 記録物の管理 

 

 

 

３ 個人情報の不正 

アクセス防止 

 

 

 

４ 個人情報の改ざ 

ん、不正な複写・

複製等の防止 

 

 

 

５ 個人情報漏えい 

時の対応 

 

 

 

６ 情報セキュリテ 

ィに関する研修 

実施計画 

 

 

 

７ その他 

 

 

 

 



様式３（守秘義務及び情報セキュリティの遵守に関する誓約書） 

 

年   月   日 

 

（宛先）静岡市長 

 

 法人名 

                     情報セキュリティ実施責任者 氏名        

 

                     業務従事者  

氏名  氏名  

氏名  氏名  

氏名  氏名  

氏名  氏名  

 

 

                                 

 

守秘義務及び情報セキュリティの遵守に関する誓約書 

 

私は、令和７年度静岡市認知症ケア推進センター相談業務において、静岡市から提供された資料及び業

務従事中に把握した秘密事項につき、法令、条令、契約書及び仕様書を遵守し、以下に従って使用・管理

することを誓います。 

 

記 

 

１ 提供された資料等は提供目的にのみ使用し、他の目的には使用いたしません。 

２ 提供された資料等は、私のみが閲覧し、第三者への閲覧はさせません。また、第三者が閲覧できない 

よう対策します。 

３ 提供された資料等は、市の許可を得ずに複写いたしません。許可を得て作成した複写物は、提供され 

た資料と同様に取り扱います。 

４ 提供された資料等は、市の指示があったとき及び提供目的が達せられたとき、市の指示に従って返却 

 します。 

５ 提供された資料等の内容については公知の事実となるまでは他言いたしません。 

６ この誓約内容については、契約終了後も遵守します。 

 

 

（注） 

 １ 氏名欄には、情報セキュリティ実施責任者及び本業務に従事するすべての職員の署名または記名 

押印をすること。 



様式４（月次報告書） 

 

年   月   日 

 

（宛先）静岡市長 

 

受託者  法人名 

                                  代表者名    

 

静岡市認知症ケア推進センター相談業務月次報告書（  月分） 

 

令和７年度静岡市認知症ケア推進センター相談業務について、下記のとおり報告いたします。 

 

記 

 

１ 相談延べ件数 

  相談件数（延べ）           人 

  （詳細件数は別紙による） 

 

２ 認知症介護の訪問支援事業 

家庭訪問件数          延べ  件 

（うち同一対象者への訪問件数  件） 

 

３ 地域への出張講座等運営事業 

  出張講座回数              回 

  出張相談会（ブース出展）         単位 

  （実施日時、場所、従事者数等の一覧を記載してださい） 

    

４ 実施事業報告 

※実施計画により実施した事業等の実施実績を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５ 相談員勤務実績  別紙出勤表のとおり 

 

６ その他特記事項 



様式５（委託業務完了報告書） 

 

 年 月 日 

 
（宛先）静岡市長 
 
 
                       受託者  法人名  
                            代表者名           
 
 

委託業務完了報告書 

 

 

次のとおり委託業務が完了したので報告いたします。 
 

記 

 

１ 業  務  名   

 

２ 施 行 場 所   

 

３ 契約年月日   

 

４ 施 行 期 間   

 

５ 委  託  料                   円 

        （内訳）ア 業務管理費等（イ・ウ・エを除く）         円 

イ 家庭訪問１件につき   6,000 円×   件＝    円 

ウ 出張講座 1回につき   6,000 円×   回＝    円 

エ 出張相談会 1 単位につき 12,000 円×  単位＝    円 

 

６ 完  了  日   



（別紙２）（第８条関係） 

個人情報の保護に関する取扱仕様書 

 

１ 個人情報保護の基本原則 

乙は、この契約に基づく業務（以下「業務」という。）の実施に当たり、個人情報（個人に関する

情報であって、特定の個人を識別できるものをいう。以下同じ。）について、その保護の重要性を認

識し、個人の権利利益を侵害することのないよう、適正に取り扱わなければならない。 

 

２ 個人情報の漏えい等の禁止 

  乙は、業務に関して、知り得た個人情報を他人に漏らしてはならない。この業務が終了し、又は

契約が解除された後においても同様とする。 

 

３ 使用者への周知 

乙は、その使用する者に対し、在職中及び退職後において、業務に関して知り得た個人情報を他

人に知らせ、又は契約の目的以外に利用してはならないこと等の個人情報の保護の徹底に関する事

項を周知しなければならない。 

 

４ 適正な管理 

乙は、業務に係る個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は毀損の防止を図るため、管理責任者を選

任し、個人情報の適切な管理を行わせる等個人情報の適正な管理について必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

なお、業務で使用する機器については、ウイルス対策等、外部からの不正なアクセス、攻撃等 

に対する対策を講じ、パターンファイル等を常に最新の状態にしておくこと。 

  また、本業務で使用する情報機器を廃棄又は撤去する場合においては、装置内に保存されて 

いる情報を復元できないよう消去するか、記録媒体を破壊し、情報漏えいが生じないように厳 

重な措置を講ずること。 
 

５ 収集の制限 

乙は、業務において個人情報を収集するときは、当該業務を実施するために必要な範囲内で、本

人から直接収集しなければならない。 

 

６ 利用及び提供の制限 

乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、業務に係る個人情報を当該業務の目的以外に利用し、

又は提供してはならない。この業務が終了し、又は契約が解除された後においても同様とする。 

 

７ 複写及び複製の禁止 

乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、業務の実施に当たり甲から提供された個人情報が記

録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

 

８ 資料等の返還 

乙は、業務の実施に当たり甲から提供され、又は乙が収集し、若しくは作成した個人情報が記録

された資料等を、業務の終了後直ちに甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指

示したときは、その指示に従うものとする。 

 

９ 事故発生時における報告 

乙は、業務の実施において、この仕様書に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれがあることを

知ったときは、直ちに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。業務が終了し、又は契約が解除さ

れた後においても同様とする。 

 

   



 

 

令和  年  月  日 

 

プロポーザル参加申請書 

 

（宛 先） 

静 岡 市 長 

 

（申請者） 

名    称 

代表者職氏名           

 

次の業務について、プロポーザルに参加を申請します。 

なお、この申請書及び関係書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。 

 

１ 業務名  

令和７年度保地委第１号静岡市認知症ケア推進センター相談業務 

 

２ 必要な資格 

 この企画提案に参加するにあたり、次の（１）～（６）の条件を満たしています。 

（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であるこ

と。 

（２）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者

（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に

基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除

く。）でないこと。 

（３）暴力団員等（静岡市暴力団排除条例（平成25年静岡市条例第11号）第２条第３号に規定

する暴力団員等をいう。以下同じ。）、暴力団員（同条第２号に規定する暴力団員をいう。

以下同じ。）の配偶者（暴力団員と生計を一にする配偶者で、婚姻の届出をしていないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）及び暴力団員等と密接な関係を有

するものでないこと。 

（４）申請日から入札執行日まで静岡市入札参加停止等措置要綱（平成24年４月１日施行）に

よる入札参加停止措置の期間中でないこと。 

（５）認知症の相談業務や認知症の理解促進に係る事業を適切かつ効率的に実施することがで

きる法人であること。 

（６）認知症ケア推進センターに常駐する相談員２名及び認知症介護の訪問支援事業や地域へ

の出張講座等運営事業として派遣する職員をそれぞれ配置できること。ただし、配置する職

員に求める資格は、医療や介護、福祉に関する資格（例えば看護師、社会福祉士、介護福祉

士、理学療法士、精神保健福祉士等）とする。 

 

様式１ 



 

 

３ 担当者 

 （１）所 属 

 （２）職 氏 名 

（３）電話番号 

（４）e - m a i l 



 

 

会社概要書 

 

提
案
者 

名称 

連
絡
担
当
者 

所属 

役職・氏名 

所在地 電話番号 

FAX 

ホームページアドレス メール 

 

 

設立年月   
資本金   

（円） 
  

年間売上金

（円） 
  

従業員数

（人） 
  

支社（支店）   関連会社   

会社の特色 

認証取得等 
  

担当する 

支店等 

住所 

名称 

 

様式２ 



 

 

 

令和 年 月 日 

 

医療や介護に関する業務実績報告書 

（宛 先） 

静 岡 市 長  

 

                       

（申請者） 

名    称 

代表者職氏名            

 

  

「医療や介護に関する業務」に係る類似の実績を次のとおり報告します。 

 

類似実績 

契約名 契約年月日 契約相手方

 

 

 

 

 

様式３ 



 

 

暴力団排除に関する誓約書兼同意書 
 

年  月  日  

 

（宛先）静岡市長 

 
 

住    所 
 
 

商号又は名称                
                  代表者職氏名 
 
 
１ 当社（私）は、次に掲げるものに該当しないことを誓約します。 
（１）役員等（静岡市の事務事業の契約相手方が個人である場合にはその者を、法人である場合

にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）
が暴力団員等（静岡市暴力団排除条例（平成 25 年静岡市条例第 11 号）第２条第３号に規定
する暴力団員等をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同条第２号に規定する暴力団員をいう。
以下同じ。）の配偶者（暴力団員と生計を一にする配偶者で、婚姻の届出をしていないが事実
上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）であると認められるもの 

（２） 暴力団（静岡市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ）、暴力
団員等又は暴力団員の配偶者が経営に実質的に関与していると認められるもの 

（３）役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目
的をもって、暴力団、暴力団員等又は暴力団員の配偶者を利用するなどしたと認められるも
の 

（４）役員等が、暴力団、暴力団員等又は暴力団員の配偶者に対して資金等を供給し、又は便宜
を供与するなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与してい
ると認められるもの 

（５）役員等が暴力団、暴力団員等又は暴力団員の配偶者と社会的に非難されるべき関係を有
していると認められるもの 

 
２ 当社（私）は、静岡市から前項各号に該当するものか否かを確認するため履歴事項全部証明

書等必要書類の提出を求められたときは、直ちに提出します。 
 
３ 当社（私）は、本誓約書兼同意書及び別紙役員等氏名一覧に記載した情報を、静岡市が警察

署に提供することに同意します。 
 
４ 当社（私）は、別紙役員等氏名一覧に記載された全ての者から、前項の規定による提供につ

いて十分に説明し、真摯な同意を得ていることを誓約します。 
 
５ 当社（私）は、静岡市との契約内容の履行に当たり、第１項各号に該当するものと契約しな

いことを誓約します。 
 
６ 当社（私）は、静岡市との契約内容の履行に当たり、締結した契約の相手方が第１項各号に

該当するものと判明し、静岡市から是正措置の要請を受けた場合は、当該要請に従います。 

以上 

 
 
 

 

 
法人にあっては、本店所在地 

 
法人にあっては、その名称及び代表者の氏名 

様式 4 



 

 

 
商号又は名称                   

 
役員等氏名一覧 

役職名 氏名 カナ 氏名 漢字 住所 
性別 
（男
女） 

生年月日 
（大正 T、昭
和 S、平成 H） 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

（注） 
１ 個人の場合は、本人についてのみ記載し、その記載内容を確認できる書類（運転免許証の
写し等）を添付してください。 

２ 法人の場合は、法人登記の現在事項全部証明書の「役員に関する事項」に記載されている
役員（取締役、監査役等のほか、支配人が契約を締結する場合には、その者も含む。）全員を
記載し、現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書（申請日から３月以内に発行されたも

の。写し可）を添付してください。 
３ 委任先がある場合は、受任者についても記載してください。 
４ 上記に記載された個人情報については、暴力団員等の該当性の確認にのみ使用し、その他

の目的には一切使用しません。また、その取扱いについては、個人情報の保護に関する法律
を遵守し、適正に管理いたします。 

 

 

 



 

 

 
 

「令和 7年度保地委第 1号静岡市認知症ケア推進センター相談業務」に係る 

公募型プロポーザル 

質問票 

 

 

（宛先） 

静岡市長 

 

 

 

                          

提案者      所  在  地         

商号又は名称        

代表者職氏名            

 

 

 静岡市認知症ケア推進センター相談業務における企画提案について、次の事項を質問します。 

 

番号 質問事項

 

 

担当者連絡先
部署
役職
氏名

電話番号
メール

 

 

※質問は一枠につき一問とし、簡潔にまとめて記載のうえ、令和７年１月 30 日（木）午後５時

までに、電子メールで提出してください。また、電話で受信の確認をしてください。電話やＦＡ

Ｘによる質問は受け付けません。 

 

様式 5 



様式６ 

 

年  月  日 

 

 

辞退届 

 

 

静岡市長 様 

 

 

 

 年  月  日付けで申請した「令和７年度保地委第１号静岡市認知症ケア推進セ

ンター相談業務プロポーザル（企画提案）」を辞退いたします。 

 

 

 

 

 

法人名 

所在地 

代表者名              印 



別紙
令和７年度保地委第１号静岡市認知症ケア推進センター相談業務委託事業者　審査表

大項目 中項目 審査の視点

１　安定的な法人の運営力

（１）
法人運営等の状況

①法人の経営理念、運営方針は業務受託に適しているか。

②内部監査、本市からの監査、指導状況について、過去３年間の指摘はないか。

③財務状況について、過去３年間に不安定であると見受けられる点はないか。

④職員が働きやすい職場環境や人事管理、内部統制等について、具体的な取組があり、また法人のバックアップが十
分な組織体制か。

⑤法人として医療や介護に関する業務実績を十分有しているか。

２　事業目的の達成力 （１）
応募動機 ①認知症ケア推進センターの役割を理解しており、認知症ケアの推進に寄与できる内容となっているか。

（２）
人員配置

①配置予定の職員には相談業務の実績があるか。実績がない場合は、配置にあたり事前に研修を行う等の具体策が示
されているか。

②配置予定の職員は、認知症に係る業務実績があるか。

（３）
職員の研修体制

職員の資質向上のための法人独自の具体的な研修計画が立てられているか。また、研修の内容は、職員が認知症に関
する最新情報や知識を得ることができるものや、相談スキルや接遇マナーの向上を目指すものなど、目的が明確で十
分な内容となっているか。

（４）
効果的な業務実施

①認知症に関する多岐に渡る困りごとの解決に向けて、どのように相談支援を行うのか。

②認知症の予防や正しい知識の普及啓発、介護者や支援者向けの講座やイベントはどのように行うのか。

③認知症及び認知症ケア推進センターの認知度向上に向けた市民及び関係機関への普及啓発はどのように行うのか。

④法人として認知症に係る業務実績を有しているか。また、その実績を本業務に活かすことができるか。

４　その他

―

①本業務の受託実績がある場合、特筆すべき成果があるか。

②仕様書に記載されている以外の提案事項について、本市にとって効果的な企画提案等があるか。

３　個人情報保護・危機管理

（１）
個人情報保護・危機管理

①個人情報保護対策（規定やマニュアルの整備）はどのように行うか。

②事務事故等が発生した場合の対策（規定やマニュアルの整備）はどのように行うか。



静岡市認知症ケア推進センター相談業務委託契約書（案） 

 

委託者 静岡市（以下「甲」という。）と受託者      （以下「乙」という。）との

間に、静岡市認知症ケア推進センター相談業務の委託について、次のとおり委託契約を締結

する。 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義に従い、この契約を誠実に履行するものとする。 

（委託業務） 

第２条 甲は、次に掲げる業務（以下「委託業務」という。）の実施を乙に委託し、乙は、

これを受託する。 

令和７年度 保地委第１号 静岡市認知症ケア推進センター相談業務 

（委託業務の要領） 

第３条 委託業務の要領は、次のとおりとする。 

（１）業務の場所  静岡市葵区七間町５－８ 

静岡市認知症ケア推進センター内ほか静岡市内 

（２）業務の内容  静岡市認知症ケア推進センター相談業務仕様書（別紙１）のとおり 

（３）委 託 期 間  令和７年４月１日から令和 10 年３月 31 日まで 

          ただし、契約締結日から令和７年３月 31 日までは準備期間とする。 

（４）委 託 料  ア 業務管理費等（イ・ウ・エを除く） 金        円 

（うち消費税及び地方消費税の額 －円）

イ 家庭訪問１件につき金 6,000 円 

（うち消費税及び地方消費税の額 －円） 

          ウ 出張講座 1 回につき金 6,000 円 

（うち消費税及び地方消費税の額 －円） 

          エ 出張相談会（ブース出展）1単位につき金 12,000 円 

（うち消費税及び地方消費税の額 －円） 

（５）契約保証金   静岡市契約規則（平成 15 年静岡市規則第 47 号）第 35 条第１項第３ 
号の規定に基づき、免除する。 

（委託業務の完了報告及び検査） 

第４条 乙は、委託業務が完了したときは、速やかに委託業務完了報告書を甲に提出し、甲

は、当該報告書の提出を受けたときは、その日から 10 日以内に検査を行うものとする。 

参考 



２ 甲は、必要があると認めるときはいつでも、乙に対し委託業務の実施状況について報告

を求め、又は実地に調査することができる。 

（委託料の支払） 

第５条 乙は、前条の検査に合格した後第３条第４号に定める委託料に係る請求書を甲に

提出するものとし、甲は、当該請求書を受理した日から 30 日以内に支払うものとする。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第６条 乙は、この契約により生ずる権利若しくは義務を第三者に譲渡し、若しくは承継さ 

せ、又はその権利を担保に供してはならない。 

２ 乙は、第三者に対し、委託業務の全部若しくは一部の実施を委託し、又は請け負わせて 

はならない。 

（秘密の保持） 

第７条 乙は、委託業務の実施により知り得た甲又は第三者の秘密を第三者に漏らしては

ならない。委託業務の終了後も、また同様とする。 

（個人情報の保護に関する事項）  

第８条 乙は、委託業務を実施するに当たり、個人情報の保護に関する取扱仕様書（別紙２）

に定める事項を遵守しなければならない。 

（損害賠償） 

第９条 乙は、委託業務の実施に当たり、甲又は第三者に損害を及ぼしたときは、その損害

について賠償の責めを負うものとする。 

２ 委託業務の実施に当たり、乙又は乙の従業員に損害を生じても、甲は、その責めを負わ

ない。 

（不当な取引制限等に係る損害賠償の予約） 

第 10 条 乙は､この契約に関して次の各号のいずれかに該当するときは、甲がこの契約を

解除するか否かにかかわらず、損害賠償金として委託料の 10 分の２に相当する額を甲に

支払わなければならない。この契約が履行された後においても、同様とする。 

（１）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号。以下「独

占禁止法」という。）第３条又は第８条第１号の規定に違反するとして、独占禁止法第７

条若しくは第８条の２の規定による排除措置命令又は独占禁止法第７条の２第１項（独

占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定による課徴金納付命令を受け、

当該命令が確定したとき。 

（２）乙又はその役員若しくは使用人が、独占禁止法第 11章の規定又は刑法（明治 40年法



律第 45 号）第 96 条の６若しくは第 198 条の規定に該当して有罪判決を受け、当該判決

が確定したとき。 

２ 前項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項の規定による損害賠償金の額を超える

場合においては、甲が当該超過する金額の賠償を乙に請求することを妨げるものではな

い。 

３ 第１項の規定に該当したことによりこの契約を解除された場合において、静岡市契約

規則（平成 15年静岡市規則第 47 号）第 47 条第３項の規定により契約保証金額に相当す

る額を支払うときにおいても、甲が第１項の損害賠償金の支払を乙に請求することを妨

げるものではない。 

（契約の解除） 

第 11 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、この契約を解除する

ことができるものとする。 

（１）委託業務が第３条第３号の期限内に履行されず、又は履行される見込みがないと認め

られるとき。 

（２）次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（静岡市の事務事業の契約相手方が個人である場合にはその者を、法人であ

る場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をい

う。以下同じ。）が暴力団員等（静岡市暴力団排除条例（平成 25 年静岡市条例第 11

号）第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同条第

２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）の配偶者（暴力団員と生計を一にする

配偶者で、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

以下同じ。）であると認められるとき。 

イ 暴力団（静岡市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）、

暴力団員等又は暴力団員の配偶者が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団、暴力団員等又は暴力団員の配偶者を利用するなどした

と認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団、暴力団員等又は暴力団員の配偶者に対して資金等を供給し、又

は便宜を供与するなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しく

は関与していると認められるとき。 

オ 役員等が暴力団、暴力団員等又は暴力団員の配偶者と社会的に非難されるべき関 



係を有していると認められるとき。 

（３）前２号に定める場合のほか、乙がこの契約の条項に違反したとき。 

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合において、甲に損害が生じたときは、乙が

その責めを負うものとする。 

（甲の解除権等） 

第12条 甲は、翌年度以後の予算の削減又は削除があったときは、この契約を変更し、又

は解除することができる。 

２ 前項の規定によりこの契約が変更され、又は解除された場合において、乙に損害が生じ
ても、甲は一切その責めを負わない。 

（市長への報告等） 

第 13 条 乙は、契約の履行に当たって、暴力団員等による不当な行為を受けたときは、市

長に報告するとともに、所轄の警察署長への通報その他の暴力団の排除のために必要な

協力を行わなければならない。 

（定めのない事項等の処理） 

第 14 条 この契約に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、法令（静岡市の条

例、規則等を含む。）の定めるところによるもののほか、甲、乙協議の上処理するものと

する。 

 

 

この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上各自１通を保

有する。 

 

令和 年 月 日 

 

静岡市葵区追手町５番１号 

委託者 甲               

静岡市長  難波 喬司  

 

 

受託者 乙               

 


